
千円 千円 千円

3,756,521 3,772,021 △15,500

3,657,400 3,677,803 △20,403

3,465,773 3,468,435 △2,662 基本料金及び従量料金

8,520 8,520 0 給水装置の修繕等の受託工事による収入

183,107 200,848 △17,741 下水道事務取扱等の収入

99,119 94,216 4,903

359 364 △5 預金利息の収入

児童手当他会計補助金

1,096 131 965 水道施設損傷弁償金その他の収入

6,694 0 6,694 消費税及び地方消費税還付金

△2,415 長期前受金戻入（減価償却）

2 2 0

1 1 0

1 1 0

千円 千円 千円

3,620,333 3,621,267 △934

3,486,677 3,478,995 7,682

1,993,038 1,999,721 △6,683

425,366 388,889 36,477

12,790 13,157 △367

188,089 171,942 16,147

204,406 206,637 △2,231 水道事業の総括的な管理に要する費用

634,493 658,449 △23,956 固定資産の減価償却費

28,495 40,200 △11,705 固定資産の除却費及びたな卸資産の減耗費

130,655 139,271 △8,616

93,689 102,202 △8,513 企業債及び一時借入金に対する支払利息

550 6,050 △5,500 その他雑費用

36,416 31,019 5,397 消費税及び地方消費税

0

1 1 0

3,000 3,000 0

3,000 3,000 0

収　　入

収益的収入及び支出

平成28年度　武蔵野市水道事業会計　予算実施計画

款　･　項　･　目

１

２

１

６

５

４

３

２

１

４

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減 備　　　　　　　考

1,200 1,536 △336

そ の 他 営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

１

７

３

２

１

款　･　項　･　目

給 水 収 益

１

92,18589,770

支　　出

３

２

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

１

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減 備　　　　　　　考

取水及び給水に要する動力費並びに取水配水施設の
維持に要する費用

給水装置の新設、改造増設、撤去、修繕等の受託工
事に要する費用

業 務 費

消 費 税 還 付 金

固 定 資 産 売 却 益

予 備 費

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

雑 収 益

１

２

３

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

水 道 事 業 費

３

１

２

１

特 別 損 失

営 業 外 費 用

５

４

３

２

１

資 産 減 耗 費

1 1

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

総 係 費

予 備 費

配水管等浄水の配水に係る設備及び給水装置に付属
するメータその他の設備の維持に要する費用

配 水 及 び 給 水 費

原 水 及 び 浄 水 費

減 価 償 却 費

水道料金の調定及び収納に要する費用

受 託 工 事 費

消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
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千円 千円 千円

35,818 108,689 △72,871

1 1 0

1 1 0 不用固定資産の売却代金

35,817 108,688 △72,871

35,817 108,688 △72,871 消火栓移設等その他の受託工事等に伴う工事負担金

千円 千円 千円

900,161 1,023,570 △123,409

604,823 736,145 △131,322

△12,160 水道施設改良工事に要する費用

429,790 501,507 △71,717

107,624 150,089 △42,465 水源施設及び浄水場改良工事に要する費用

12,170 17,150 △4,980 資産購入に要する費用

294,338 286,425 7,913

294,338 286,425 7,913 企業債年賦償還本年度元金償還額

1,000 1,000 0

1,000 1,000 0

１

予 備 費３

企 業 債 償 還 金２

建 設 改 良 費１

資 本 的 支 出１

固 定 資 産 売 却 代 金１

負 担 金２

支　　出

款　･　項　･　目

資本的収入及び支出

収　　入

１

配水管、補助管等の新設及び改良に要する費用並び
に消火栓の新設等受託工事に要する費用

本年度予定額 前年度予定額

55,239

比 較 増 減 備　　　　　　　考

備　　　　　　　考本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

資 本 的 収 入

負 担 金

企 業 債 償 還 金

予 備 費

事 務 費

配 水 施 設 費

１

１

４

３

２

１

１

款　･　項　･　目

原 水 及 び 浄 水 施 設
改 良 工 事 費

営 業 設 備 費

固 定 資 産 売 却 代 金

67,399
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 89,598

　　　減価償却費 634,493

　　　資産減耗費 28,495

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,628

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 77,950

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 130

　　　長期前受金戻入額 △ 89,770

　　　受取利息及び受取配当金 △ 359

　　　支払利息 93,689

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 185,698

　　　未払金の増減額（△は減少） 175,040

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 2,697

　　　　小計 669,599

　　　利息及び配当金の受取額 359

　　　利息の支払額 △ 93,689

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 576,269

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 565,742

　　　補助金、負担金等による収入 34,327

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 531,415

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 294,338

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 294,338

資金増減額（△は減少） △ 249,484

資金期首残高 1,266,919

資金期末残高 1,017,435

平成28年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
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１　総 括

　　　人 　千円 　　千円 　　千円 　　千円 　　　千円

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

　　合　　　　　計

損益勘定支弁職員
.

資本勘定支弁職員

　　合　　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

　　合　　　　　計

※再任用職員、嘱託職員を含む。

　　　種別 扶　養 地　域 住　居 管理職 通　勤 超過勤務 特殊勤務 管理職員特 期末勤勉 児　童 退　職

区別 手　当 手　当 手　当 手 　当 手　当 手    　当 手　   当 別勤務手当 手 　   当 手　当 給付費 計

本年度 4,409 18,855 1,620 4,204 3,124 8,119 198 88 54,313 1,920 0 96,850

前年度 5,970 18,853 1,620 3,465 3,326 6,677 198 68 57,453 2,040 0 99,670

比　 較 △ 1,561 2 0 739 △ 202 1,442 0 20 △ 3,140 △ 120 0 △ 2,820

なお、平成28年度において、退職手当として77,951千円を支給するため、退職給付引当金77,951千円を使用する。

（単位　千円）

区   分 職　員　数 法 定 福 利 費 合   計

10,560

11,778

47,704116,240

44,285

215,491

173,417

96,850

76,560

△ 12,031

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

平成28年度武蔵野市水道事業給与費明細書

計報　　酬

263,730

23

210,930

52,800

209,343

84,621

24,600

109,221

39,724

8,515

35,92686,297

48,2399,420

10,560

△ 3,263△ 8,768

64,831

274,174

1,587

29,9430

3,798△ 1,676△ 1,140

本
年
度

比
　
較

△ 3,425

53,053

226,470

△ 2,211

23,110

99,670

605

前
年
度

6

29

20

　　職員手当等の内訳

△ 1,140△ 3

△ 3

0

　　　　　　　千円

△ 7,019

給　　　料 職 員 手 当 等

171,206

0 △ 5,343

△ 10,444△ 2,820 535△ 10,979

77,165

19,685

9,420

06

26

- 4
9
1

 -



２　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額
千円 千円

給    料 △ 7,019 給与改定に伴う 133
増減分 区　分

前年度

昇給に伴う 2,215
増加分

昇給期 職員数

７月 22人

その他の増減分 △ 9,367

区　　分 その他 　　　計

人 人

前年度

比　 較

23

25

△ 2

本年度

0.12%

在職する職員

　　　　　　　　　　　　備　　　　　　　　　　　　　　　　考　増減事由別内訳 　説　　　　　明

職員数の異動状況

昇給期別職員数

給与改定の状況

改定率

平成27年4月1日

実施時期

23

25

△ 2
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区　　分 増減額
千円 千円 千円

職員手当等 △ 2,820 制度改正に伴う △ 4,699 扶養手当 △ 1,561

増減分 地域手当 2 本 年 度 前 年 度

期末勤勉手当 △ 3,140 配偶者・欠配第１子 千円 千円

その他１人につき 4,409 5,970

特定期間の子加算額

18,855 18,853

夏

冬

その他の増減分 1,879 住居手当 0
管理職手当 739 本 年 度 前 年 度
管理職員特別勤務手当 20 千円 千円

特殊勤務手当 0 1,620 1,620

超過勤務手当 1,442
通勤手当 △ 202  部長・担当部長

児童手当 △ 120     　 102,800円

退職給付費 0  課長・担当課長

　84,000円

88 68

198 198

8,119 6,677
  交 通 機 関 等 利 用

  交通用具利用
（自動車・自転車）

３歳未満　

３歳以上小学校修了まで
（第１子、第２子）

３歳以上小学校修了まで
（第３子以降）

小学校修了後中学校修了まで

0 0

手
当

管
理
職

課長及び課長相当職

参事   93,500円

副参事 75,100円

3,124

通
勤
手
当

特　殊　勤　務　手　当

超  過  勤  務  手  当

部長及び部長相当職

3,326

2.275 月

 金 　　額 

35歳未満で賃貸住宅に居住する世帯
主、又は世帯主に準ずる者
     　　　　15,000円

支  　給  　額  　等

部長職12,000円　課長職10,000円

54,313 57,453

4,204 3,465

６か月定期等

距離に応じて支給

管理職員特別勤務手当

２種類　

種　　　別

住　居　手　当

扶
養
手
当

13,500円

6,000円

4,000円

期
末
勤
勉
手
当

2.025 月

地　域　手　当

16

100

（給料+扶養手当+管理職手当）×支給率

　増減事由別内訳 　説　　　　　明 　　　　　　　　　　　   　備　　　　　　　　　　　　　　　　考

 金 　　額 
種　　　別 支  　給  　額  　等

退　職　給　付　費  ８ 人

2,040

10,000円

15,000円

10,000円

1,920

児
童
手
当

15,000円
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３　給料及び職員手当等の状況

 （１）職員１人当たり給与　

 （２）初　任　給

52歳４月

139,500円

事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

50歳１月

505,230円平成26年11月１日現在

平成27年11月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均給与月額

平　均　年　齢

区

平　均　年　齢

391,840円

平均給料月額

分

398,000円

503,220円

区   　　　分 事 務　・ 技 術 職 技 能 労 務 職

一  般  行  政　職

一  般  会  計  の  制  度

技  能  労  務　職

181,200円

高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

143,000円

156,100円

181,200円

139,500円143,000円

156,100円
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 （３）級別の標準的な職務内容及び級別職員数

級 級

　部長の職務又はこれに相当する職務 ５級 2 人 8.7 ％ 人 ％

　課長の職務又はこれに相当する職務 ４級 2 8.7

　課長補佐の職務

　係長又は主査の職務 14 60.9 ３級 0 0.0

　技能長又はこれに相当する職務

　主任、技能主任の職務、高度の知識若しくは技能
　又は経験を必要とする業務を行う職務

　定型的な業務、相当高度の知識又は経験を必要と
　する業務を行う職務 １級 2 8.7 １級 0 0.0
  技能労務職２級又は３級に属さない職員の職務

　部長の職務又はこれに相当する職務 ６級 2 人 8.0 ％ 人 ％

　課長の職務又はこれに相当する職務 ５級 1 4.0

　課長補佐の職務 ４級 4 16.0

　係長又は主査の職務
　技能長又はこれに相当する職務

　主任、技能主任の職務、高度の知識若しくは技能
　又は経験を必要とする業務を行う職務

　定型的な業務、相当高度の知識又は経験を必要と

　する業務を行う職務 １級 2 8.0 １級 0 0.0

  技能労務職２級又は３級に属さない職員の職務

25 100.0計

平成26年11月１日現在

0.00

0.0

0.00

３級 8 32.0 ３級 0

２級 8

計 23 100.0

区　　　　　　　　　分
構成比

技　能　労　務　職

0.00２級

標　準　的　な　職　務　内　容
職員数 職員数構成比

事　務　・　技　術　職

２級平成27年11月１日現在

32.0 ２級

13.0

３級

0.00

3

- 4
9
5

 -



(４）特殊勤務手当

危険業務・緊急出動

（５）期末手当･勤勉手当

支　給　率　計

　　６月(月分) 　12月(月分) 　(　月　分　）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.30

(0.975) (1.225) (2.200)

1.90 2.30 4.20

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.30

（６）定年退職及び勧奨退職(特例退職）に係わる退職手当

　　区　　　　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 備　　　考

支 給 率 等 23.5月分 31.5月分 45.0月分 45.0月分

一般会計の制度

( 支 給 率 等 ） 23.5月分 31.5月分 45.0月分 45.0月分 　　　特　例　措　置

有

　　　（２%～20％加算）

　　　定年前早期退職

　　　特　例　措　置

　　　（２%～20％加算）

有

　その他の加算措置等

　　　定年前早期退職

　　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　分

支給対象特殊勤務手当の名称

　　　　全　　　職　　　種 事　務　･　技　術　職 技　能　労　務　職

0%

0%

0%

0%

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支給対象職員の比率（平成27年11月１日現在）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 　職制上の段階、職務の

　級等による加算措置

有

※（ ）は再任用職員の支給率

備　　　　　　　　考

- 4
9
6

 -



 （７）その他の手当

 区  分  一般会計の制度との異同   差    異    の    内    容

 扶   養   手   当          同 一

 地   域   手   当          同 一

 住   居   手   当          同 一

 通   勤   手   当          同 一
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（単位　千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 355,281

241,586 113,695

ハ 22,372,493

8,924,762 13,447,731

ニ 4,347,624

2,639,664 1,707,960

ホ 10,470

9,946 524

ヘ 124,186

115,868 8,318

15,500,256

(2)

イ 73

ロ 6

2 4

77

15,500,333

２

(1) 1,017,435

(2) 888,073

6,129 881,944

(3) 3,193

1,902,572

17,402,905資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

平成28年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成29年３月31日）
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（単位　千円）

３

(1)

イ 3,386,563

3,386,563

(2)

イ 449,310

449,310

3,835,873

４

(1)

イ 302,526

302,526

(2) 658,230

(3)

イ 17,068

17,068

(4) 142,060

1,119,884

５

3,968,384

1,975,068

1,993,316

6,949,073

６ 7,692,513

７

(1)

イ 16,466

16,466

(2)

イ 0

ロ 1,898,825

ハ 462,092

ニ 383,936

2,744,853

2,761,319

10,453,832

17,402,905

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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（単位　千円）

１

(1) 3,209,049

(2) 8,333

(3) 171,732 3,389,114

２

(1) 1,849,192

(2) 395,439

(3) 12,603

(4) 175,117

(5) 199,396

(6) 634,493

(7) 28,495 3,294,735

94,379

３

(1) 359

(2) 1,200

(3) 1,092

(4) 89,770 92,421

４

(1) 93,689

(2) 514 94,203

５ 3,000 3,000 △ 4,782

89,597

６

(1) 1

(2) 1 2

７

(1) 1 1 1

89,598

0

294,338

383,936

そ の 他 の 営 業 収 益

平成28年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（当年度分）

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

特 別 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

経 常 利 益

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利 益剰 余金
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 225,814

　　　減価償却費 658,450

　　　資産減耗費 40,200

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 75,269

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 13

　　　長期前受金戻入額 △ 92,185

　　　受取利息及び受取配当金 △ 352

　　　支払利息 101,202

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 370,976

　　　未払金の増減額（△は減少） 165,198

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 2,237

　　　　小計 654,306

　　　利息及び配当金の受取額 352

　　　利息の支払額 △ 101,202

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 553,456

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 602,606

　　　補助金、負担金等による収入 97,231

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 505,375

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 286,425

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 286,425

資金増減額（△は減少） △ 238,344

資金期首残高 1,505,263

資金期末残高 1,266,919

平成27年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（前年度分）

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
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（単位　千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 355,281

233,226 122,055

ハ 21,847,117

8,414,808 13,432,309

ニ 4,335,454

2,523,966 1,811,488

ホ 10,470

9,946 524

ヘ 124,186

115,388 8,798

15,597,202

(2)

イ 73

ロ 6

1 5

78

15,597,280

２

(1) 1,266,919

(2) 702,375

1,501 700,874

(3) 796

1,968,589

17,565,869

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

平成27年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成28年３月31日）

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

- 502 -



（単位　千円）

３

(1)

イ 3,689,089

3,689,089

(2)

イ 527,260

527,260

4,216,349

４

(1)

イ 294,338

294,338

(2) 483,190

(3)

イ 16,938

16,938

(4) 142,060

936,526

５

3,934,057

1,885,298

2,048,759

7,201,634

６ 7,692,513

７

(1)

イ 16,466

16,466

(2)

イ 0

ロ 1,898,825

ハ 430,617

ニ 325,814

2,655,256

2,671,722

10,364,235

17,565,869

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
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（単位　千円）

１

(1) 3,199,534

(2) 8,099

(3) 184,419 3,392,052

２

(1) 1,826,842

(2) 293,061

(3) 10,940

(4) 158,116

(5) 171,016

(6) 658,450

(7) 40,200 3,158,625

233,427

３

(1) 352

(2) 1,200

(3) 1,040

(4) 92,185 94,777

４

(1) 101,202

(2) 1,188 102,390 △ 7,613

225,814

５

(1) 1 1

６

(1) 1 1 0

225,814

0

100,000

325,814

受 託 工 事 収 益

平成27年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

特 別 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他の未処分利益剰余金変動額
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水道事業会計 

注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法による。

２ 固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く。）

  (1) 減価償却の方法

有形固定資産 定額法による。

水道事業の取替資産（メータ）  取替法による。

  (2) 主な耐用年数 

建物 10～ 50年

構築物 10～ 60年

機械及び装置 10～ 20年

メータ ８年

車両及び運搬具 ３～５年

工具器具及び備品  ２～５年

３ 引当金の計上方法

  (1) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不

能見込額を計上している。

  (2) 賞与引当金 

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。

  (3) 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の

要支給額に相当する金額を計上している。 

なお、一般会計が負担すると見込まれる退職手当に係る引当金の計

上はしていない。 

４  消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっている。

Ⅱ セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要
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当企業は、水道事業のみを運営しているため、「水道事業」のみを報

告セグメントとしている。 

２  報告セグメントの営業収益等

当企業は、水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略してい

る。 

Ⅲ  リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

  (1) リース料総額が300万円超のファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

  (2) リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

なお、リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

２  リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

Ⅳ  予定貸借対照表に関する注記

  引当金の取崩しに関する事項

  (1) 賞与引当金の取崩し 

前年度において期末勤勉手当６月分（法定福利費を含む）として

27,251千円を支給することとなったため、賞与引当金 16,951千円を取

り崩し、当年度において30,138千円を支給することとなったため、賞

与引当金16,938千円を取り崩した。 

  (2) 退職給付引当金の取崩し

前年度において退職手当として 75,269千円を支給することとなった

ため、退職給付引当金75,269千円を取り崩し、当年度において77,951

千円を支給することとなったため、退職給付引当金77,951千円を取り

崩した。 

Ⅴ  重要な後発事象に関する注記

  該当事項なし
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